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４ その他 \手続に使用する言語及び通貨 日
本語及び日本国通貨に限る。]入札保証金及び
契約保証金 {入札保証金 免除 |契約保証
金 納付。ただし、利付国債の提供又は金融機
関の保証をもって契約保証金の納付に代えるこ
とができる。また、公共工事履行保証証券によ
る保証を付し又は履行保証保険契約の締結を
行った場合は、契約保証金の納付を免除する。
^入札の無効 本公告に示した競争参加資格の
ない者のした入札、申込書又は資料に虚偽の記
載をした者のした入札及び入札に関する条件に
違反した入札は無効とする。_落札者の決定方
法 予定価格の制限の範囲内で最低の価格を

もって有効な入札を行った入札者を落札者とす
る。ただし、落札者となるべき者の入札価格に
よっては、その者により当該契約の内容に適し
た履行がされないおそれがあると認められると
きは、予定価格の制限の範囲内の価格をもって
入札した他の者のうち最低の価格をもって入札
した者を落札者とすることがある。`契約締結
後の技術提案 契約締結後、請負者は、設計図
書に定める工事目的物の機能、性能等を低下さ
せることなく請負代金額を低減することを可能
とする施工方法等に係る設計図書の変更につい
て、発注者に提案することができる。提案が適
正と認められた場合には、設計図書を変更し、
必要があると認められる場合には請負代金額の
変更を行うものとする。詳細は現場説明書によ
る。a配置予定監理技術者等の確認 落札者決
定後、ＣＯＲＩＮＳ等により配置予定の監理技
術者等の専任制違反の事実が確認された場合、
契約を結ばないことがある。なお、種々の状況
からやむを得ないものとして承認された場合の
外は、申込書の差し替えは認められない。b手
続における交渉の有無 無 c契約書作成の要
否 要 d当該工事に直接関連する他の工事の
請負契約を当該工事の請負契約の相手方との随
意契約により締結する予定の有無 無 e関連
情報を入手するための照会窓口 上記３\に同
じ。Ĉ詳細は入札説明書による。
５ Summary \Contracting entity : Tomo-

hisa Mase, Senior Managing Executive Offi-

cer, JAPAN POST BANK Co., Ltd. ]Clas-

sification of the services to be procured : 41

^Subject matter of the contract : Renovation

work of the electric power and others for in-

stalling the fifth system of West Japan Opera-

tion Center, JAPAN POST BANK Co., Ltd.

_Time-limit for the submission of applica-

tion forms and relevant documents for the

qualification : 5 : 00 p.m. 9 November 2009

`Time-limit for the submission of tenders

brought with 1 : 00 p.m. 22 December or ten-

ders submitted by mail 18 December 2009 a

Contact point where tender documents Are

available : Hiroaki Shirasawa, Facility Man-

agement Department, Corporate Real Estate

Division, Japan Post Holdings Co., Ltd. 1`

1`1 Nishiasakusa, Taito-ku, Tokyo 111`

8798 Japan, TEL 03`3504`4301

入 札 公 告（建設工事）

次のとおり一般競争入札に付します。
平成 21年 10月 22日
契約担当者
阪神高速道路株式会社
契約責任者 建設事業本部長 南部 隆秋

◎調達機関番号 421 ◎所在地番号 27

〇平成 21年阪神高速公告第 34号
１ 工事概要
\ 品目分類番号 41

] 工事名 三宝第１工区下部その他工事（電
子入札対象案件）

^ 工事場所 堺市堺区松屋大和川通４丁～堺
区築港八幡町付近

_ 工事内容
本工事は、大阪府道高速大和川線と阪神高
速道路４号湾岸線を接続する連結路の高架橋
の下部、擁壁及びコンクリート桁等を構築す
るとともに、４号湾岸線の高架橋下部改築を
行う工事である。道路規格はランプＡ規格、
１方向１車線の区間は標準幅員6•5N、１方
向２車線の区間は標準幅員8•0Nである。

` 工事概要
箱式橋台工：８基、逆Ｔ式橋台工：１基Ｒ
Ｃ橋脚工：28基、ＲＣ橋脚改築工：１基、鋼
製橋脚基礎工：６基、ＲＣラーメン橋工：１
連、ＰＣラーメン橋工：５連、箱式擁壁工：
約1¶200N、Ｕ型擁壁工：約100N、Ｌ型擁壁
工：約1¶000N、ＰＣ５径間連続中空床版桁
工：１連、ＲＣ床版工：約9¶000fl、高欄工：
１式、構造物撤去工：１式、受水池埋土・護
岸工：１式、仮設工（共通）：１式、共通仮
設費：１式、詳細設計費：１式

a 工期 約54ヶ月
b 本工事は、あらかじめ指定する技術提案を
求め、品質確保のための体制を確認し、価格
と価格以外の要素を総合的に評価して落札予
定者を決定する契約目安価格による総合評価
落札方式（標準型）の試行工事である。本入
札においては契約制限価格を契約目安価格と
読み替え、一定の範囲内において契約目安価
格を超える入札を行った者に対しても総合評
価を実施し、落札予定者を決定する。

c 本工事は、契約締結後に施工方法等の提案
を受け付ける契約後ＶＥの対象工事である。
なお、入札時に施工方法等の提案を行い、そ

の提案が採用された場合には、採用された提
案に対する再度の提案は受け付けない。また、
設計施工一括の対象区間は、契約後ＶＥの対
象外とする。

d 本工事は、技術提案に基づく実施設計及び
施工を一括して発注する設計施工一括発注方
式（設計施工一括対象範囲：箱式橋台工（中
空床版部）、ＲＣ橋脚工（中空床版部）、ＲＣ
ラーメン橋工、ＰＣラーメン橋工、箱式擁壁
工、Ｕ型擁壁工、Ｌ型擁壁工、ＰＣ５径間連
続中空床版桁工）の対象工事である。

e 本工事は、競争参加資格審査申請時に上記
bの技術提案に基づく工事費見積書の提出を
求め、内容の妥当性が確認出来た内訳項目を
契約目安価格に反映させる見積書審査方式の
試行工事である。

Ĉ 本工事は、入札後に落札予定者と当社が、
より合理的な施工方法や資材調達方法等に係
る協議をし、合意を得た場合に入札価格を変
更できる価格協議方式の試行工事である。

２ 競争参加資格
\ 工事等請負業者の選定に関する規則（平成
17年阪神高速規則第29号）第２条の規定に該
当しない者であること。

] 入札時に当社における「土木」に係る平成
21・22年度の一般競争参加資格の認定を受け
ていること。

^ 当社における「土木」に係る一般競争参加
資格の認定の際に客観的事項について算定し
た点数が1¶200点以上である単体又は２者若
しくは３者による建設工事共同企業体である
こと。

３ 入札手続等 \担当部署 〒111`8798 東京
都台東区西浅草１`１`１ 日本郵政株式会社
ＣＲＥ部門ファシリティマネジメント部統括グ
ループ契約担当 白澤 浩昭（電話：03`

3504`4301）]入札説明書等の交付期間、場所
及び方法 設計図書の第１回目交付は、平成21

年10月23日（金）から平成21年11月９日（月）
まで、第２回目交付は契約責任者から競争参加
資格があると認められた者に限り、平成21年11

月18日（水）から平成21年12月10日（木）まで
の土曜日、日曜日及び祝日を除く毎日、午前10

時00分から午後５時00分（正午から午後１時の
間を除く。）の間、日本郵政株式会社ＣＲＥ部門
ファシリティマネジメント部プロジェクト事業
グループ設備計画担当（電話：03`3504`4335）
において貸与する。郵送（送料実費負担）を希
望する者は交付担当部署へ連絡すること。^申
込書及び資料の提出期間、場所及び方法 平成
21年10月23日（金）から平成21年11月９日（月）
までの土曜日、日曜日及び祝日を除く毎日、午
前10時00分から午後５時00分（正午から午後１
時の間を除く。）までに、\の担当部署へ持参又
は郵送（一般書留郵便とし、平成21年11月９日
必着とする）すること。電送（ファクシミリ等）
によるものは受け付けない。_入札及び開札日
時等 {入札及び開札日時 平成21年12月22日
（火）午後１時00分 ただし、入札書を郵送す
る場合（一般書留郵便に限る）には、\の担当
部署へ平成21年12月18日（金）までに必着とす
る。なお、電送（ファクシミリ等）による入札
は認めない。|場所 〒111`8798 東京都台東
区西浅草１`１`１ 日本郵政株式会社ＣＲＥ
部門ファシリティマネジメント部６階中央会議
室

D̂ 本工事は、全ての入札参加者から入札価格
の工事費内訳書の提出を求める工事である。

Ê 本工事は、入札を原則として電子入札シス
テムで行う対象工事であり、当社ホームペー
ジに掲載の電子入札運用基準を適用する。な
お、例外的に電子入札によりがたいものは、
同基準に基づき発注者の承諾を得て紙入札方
式によることができる。ただし、紙入札方式
は郵送による入札のみとし、直接（持参）入
札は認めない。

F̂ 本工事は、建設工事に係る資材の再資源化
等に関する法律（平成12年法律第104号）に
基づき、分別解体等及び特定建設資材廃棄物
の再資源化等の実施が義務付けられた工事で
ある。

˜
�


		2009-10-21T15:02:28+0900
	C=JP, O=National Printing Bureau, CN=Vice President
	国立印刷局
	（なし）




